
デジタル道路地図データベース
説明資料

令和元年度



本日の説明内容

• デジタル道路地図データベース（DRM-DB）とは？
• DRM-DBの特徴
• DRM-DBの内容
• 整備更新の状況
• DRM-DBの整備フロー
• 資料収集・提供時期
• DRM-DBの利用

Ⅰ デジタル道路地図データベースについて

Ⅱ 基礎資料作成要領について
• DRM-DBの内容確認
• 資料収集の流れ
• 資料収集の標準的なスケジュール
• 対象とする資料
• 提出資料一覧
• 基礎資料作成方法（様式１、様式２及び平面図、位置図等の提出資料）

• 道路管理者確認図
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Ⅰ．デジタル道路地図データベース
について
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DRM-DBとは？

・デジタル道路地図データベース（DRM-DB）とは？
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道路写真 道路写真 道路写真 道路写真

 道路網および道路に関連する施設等の情報をコンピュータで扱えるよう
数値化した地図

道 路 トンネル

・・・

ＩＣ・JCT 交 通 橋 梁

数値化



DRM-DBとは？

・DRM-DBの内容（ノードとリンク）
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 道路網を“ノード”と“リンク”の組み合わせで表現

ノードリンク

リンク

ノード

リンク

 ノード：道路網表現上の結節点。交差点、道路の構造変化点、

行政界との交点 など

 リンク：道路網表現上のノードとノードを連結する線分（道路）



DRM-DBの特徴

・DRM-DBの特徴
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 道路ネットワーク構造

・ルート検索等のネットワーク分析が可能

 全国均一のデータ

・全国を縮尺1/25,000レベルで一律カバー
（一部地域で1/2,500レベル）

 信頼性の高いデータ

・道路管理者からの提供資料に基づき毎年更新

（更新データは道路管理者に毎年提供）

・データベース標準を制定・公開するとともに、

DRM協会が付与するノード番号等は官民が共有

 各種システムと連携

・特車

・ＶＩＣＳ、道路交通センサス 等々



DRM-DBの内容

・DRM-DBの内容（全体について）
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 基本道路データ：全国の都道府県道以上又は幅員5.5ｍ以上の主要
道路を網羅するデータ

 細道路データ：基本道路を補完する道路を対象とする道路のデータ

 背景データ：道路以外の主要な施設・背景等のデータ

全データの重ね合わせ

道路総延長

約40万㎞

約55万㎞



DRM-DBの内容

DRM-DBの内容（全データ項目）
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グループ種別 データ種別 データ内容（道路管理者向けは他項目も有り）

管理データ 管理データ
2次メッシュ＊コード、使用基図、地磁気偏角、区角辺の実距離、各データの更新年月日、
データ別レコード数、データ別アイテム数 等

基本道路ノード
データ

ノード番号、位置座標、標高、ノード種別、接続リンク本数、接続ノード番号、交差点名
称、フェリー接続航路数と行き先 等

ノード・補間点 標高

基本道路リンク
データ

リンク番号（起終点ノードの番号）、管理者コード、道路種別、路線番号、重用する路線情
報、行政区域コード、リンク長、供用状況、異常気象時通行規制区間種別、幅員区分、車
線数、車道幅員、道路センサスデータ（最小車道部幅員、中央帯幅員、中央帯設置延
長、12時間交通量、旅行速度（ピーク時）、制限速度など交通規制）、補間点の位置座
標・標高　緊急輸送道路　等

基本道路リンク内
属性データ

リンク内属性（橋・高架、トンネル、洞門、踏切、歩道橋、料金所、アンダーパス、道路冠
水想定箇所等）の位置、名称 等

ビーコン位置データ ビーコン・ITSスポットの種別、番号、位置、設置リンクの番号、地点名 等

細道路ノードデータ ノード番号、位置座標、標高、ノード種別、接続リンク本数、接続ノード番号 等

ノード・補間点 標高

細道路リンクデータ
リンク番号（起終点ノードの番号）、管理者コード、道路種別、行政区域コード、リンク長、
幅員区分、車線数、対応する基本道路リンク番号、補間点の位置座標、交差点名称 等

細道路リンク内
属性データ

リンク内属性（橋・高架、トンネル、洞門、踏切、道路冠水想定箇所等）の位置、名称 等

水系データ 海岸線、湖沼、河川形状（ポリライン又はポリゴン）

行政界位置データ 都府県界、市町村（東京23区を含む）界の形状（ポリライン）

鉄道位置データ 鉄道種別、路線の形状

施設等位置データ
施設（都道府県庁、市役所、町村役場、サービスエリア、パーキングエリア、道の駅、フェ
リー発着所、鉄道駅、空港 等）の位置、行政区域コード、名称 等

施設等形状データ 大規模鉄道駅、空港、公園などの形状（ポリゴン）

地名等表示位置
データ

名称（市町村、大字等の行政地名、島、岬、海岸等の自然地名、インターチェンジ等の道
路施設名、港湾名、標識目標地名 等）、表示レベル参考コード、表示参考位置座標と角
度、行政区域コード 等

基本道路データ

細道路データ

背景データ

＊：標準地域メッシュで定められている約10km四方のメッシュ



DRM-DBの内容

・DRM-DBの内容（表示例）
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道路管理者用DRM-DB
検索用ツール２０１９



整備更新の状況・DRM-DB整備の推移
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平成３１年３月



①資料収集

基盤地図情報

DRM-DBの整備フロー

・DRM-DBの整備フロー
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 基盤地図情報や道路管理者が保有する資料（図面、帳票等）の収集

 収集した資料から道路中心線・属性情報をデジタル化

 内部検査（データの論理チェック、目視チェック）、外部機関による検査

（第三者機関の成果検定）の実施

②調査・整理

⑤提供
（製品化）

③データ入力

④検査・確認
・内部検査

・第三者機関の成果検定

・当該道路管理者による

確認

工事用図面等



資料収集の

対象年度

R1年度
R2年度 R3年度

4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

幹線道路
R3年度供用

（2年度後供用）

市町村・農林・港湾道

（5.5m以上）

R1年度供用

（今年度供用）

市町村・農林・港湾道

（3.0ｍ以上の自動車通行
可能な道路）

H30年度供用

（前年度供用）

資料収集・提供時期
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資料提供によるDRM-DB更新、VICS等の運用時期

VICS配信対象の幹線道路は、令和３年度の道路供用時にVICS配信できるように供用見込みの

2年度前（今年度）に資料提供頂き、DRM－DBを更新しています。

幹線道路とは高速、都市高速、国道、都道府県道、政令指定市（2車線以上）が該当します。

ヒアリング

道路管理者確認
VICS配信
（供用予定）

VICSリンク作成
DRM-DB更新

説明会 資料収集

（参考）

カーナビやWeb地図は、民間地図作成会社がDRM-DB更新を参照しつつ、標識図面・路面標示等を

収集し概ね以下を目標として更新しています。

・高速道路、都市高速道路、有料道路 ：供用後～2ヵ月以内

・国道、都道府県道、幹線的な市町村道 ：供用後～6ヵ月以内

・その他 ：6ヵ月後～2年以内

ヒアリング DRM-DB更新

説明会

説明会

資料収集

資料収集

DRM-DB更新

供用と同時にVICS配信するためには2年の準備期間が必要！



DRM-DBの利用

・DRM-DBデータベースとその利用
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 行政・民間を問わず、幅広い分野での活用

デ
ジ
タ
ル
道
路
地
図
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

民側利用官側利用

管

理

計
画
・調
査

道路防災システム地図支援

道路管理データベース地図支援

道路台帳データベース地図支援

特車関係

自動運転支援

安全運転支援

出店計画支援

電子地図

緊急輸送路調査

ナビゲーションシステム

運行管理浸水被害図作成

環境影響調査

交通量配分交通事故調査

センサス交通量図作成

センサス調査単位区間設定
スマホ向けナビゲーションシステム

（WEB配信）

防災計画

VICS関係

※「デジタル道路地図データベース道路管理者等利活用事例集」も参考にしてください。



DRM-DBの利用

・DRM-DBの利用手続きについて
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 自治体の道路管理者がＤＲＭ-DBを使用する場合、当該の地方整備局
等（北海道開発局・沖縄総合事務局を含む）に「デジタル道路地図デー
タベース利用申請書」を提出、使用承諾を得ることにより利用が可能。
（複製費用は当面の間無償）

地方整備局等国以外の道路管理者

（一財）日本デジタル
道路地図協会

①利用申請書

②承諾書

③複製依頼書
(利用申請書・
承諾書添付）

⑤受領書

④CDの送付



DRM-DBの利用

【利用事例１】 VICS ( Vehicle Information and Communication System )
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 DRMをベースとしたVICSリンクに、交通現況の情報を関連付けて地図上に表示

FM多重放送

ビーコン

ITSスポットNEXCO
等高速関係会社

各地方整備局等

各都道府県警察本部
交通管制センター

FM放送局

（公財）日本道路
交通情報

センター

（JARTIC）

道路管理者
都道府県警察

工事情報規制情報

一般財団法人 道路交通情報通信システムセンターホームページ http://www.vics.or.jp/ より引用

情報提供 （一財） 道路

交通情報通信
システムセン

ター

（VICS)

情報配信

カーナビ等に表示
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出発地

目的地

【利用事例２】 特殊車両オンライン申請システム
 特車の通行経路を選定するための道路情報便覧付図作成
 通行経路が簡単に操作選択できるようにDRM-DBを利用

DRM-DBの利用
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特⾞専⽤の道路網は、都道府県道以上の道路及び幅員5.5m以上の道路が該当します。
（収録道路と未収録道路に分類）

• デジタル道路地図データベースと特⾞便覧付図の関係について

※道路の新設・改良により道路網は、年々変化しており、便覧付図もDRM-DBに基づき毎年更新
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【利用事例３】 道路交通センサス（交通量図）
 道路交通センサスの調査結果の様々の分析に利用

（ DRMリンクとセンサス区間が対応 ）

道路交通センサス交通量図

DRM-DBの利用



【利用事例４】災害情報の提供(茨城県ＨＰの例)
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東日本大震災によって生じた通行止め等規制箇
所を表示。

クリックして個別箇所拡大

ＤＲＭ-DBの利用



距離標データに基づく
着色と文字列読込み

画像貼付け

テキスト入力

道路種別ごとに線色、
線号の設定が可能

DRM-DBの利用

【利用事例５】－共通基盤図システム資料作成例
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（1/25000地形図背景）

（段彩陰影図背景）

リンク着色 線入力

路線番号配置

 DRM-DBを用いた最新の道
路ネットワーク

 共通基盤図システムは道路
管理者には無償提供

システムは道路管理者で「道路開通情
報」等で利用されている。

作成した画像はホームページ、記者発
表等で利用可能です。



DRM-DBの利用

【利用事例６】 カーナビゲーションシステム
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 DRM-DBをカーナビゲーションシステムメーカー・地図作成メーカーに提供

 メーカーはDRMデータをベースに各自のシステムやデータを作成し、一般
ユーザーに提供

DRM-DB

カーナビゲーション
システムメーカー

地図作成メーカー

its_handbook_2004_2005 より引用



Ⅱ．基礎資料作成要領について
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以降は別冊配布の「デジタル地図基礎資料作成要領」の抜粋等です。

市町村は作成要領の市町村道（政令指定市を除く）、農道、林道、臨港道路等（令和元年度開通予定
道路）及び（平成30年度開通済み（変化のあった）道路）も参照してください。



■ DRM-DBの内容確認
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道路管理者用DRM-DB
検索用ツール２０１９

様式１のリストから検索用ツールにより前年度の更新箇所の内容が確認できます。
ご確認いただき、道路の漏れ等がございましたら、当該箇所の資料をご提供ください。

①プログラムを起動

②Excelリストを表示

③管理番号をクリック

④管理番号の箇所（旗
の印）の地図と属性が
表示されます。



資料収集の流れ

■ 各道路管理者と地方整備局との資料提供の流れ
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＊ 都県の担当者様へ・・・・・各市町村のDRMDB担当者の照会させていただきます。



調査内容 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 備考

高
速
道
路
・
国
道
・

都
道
府
県
道
・
政
令
市
道

基礎資料作成説明会開催

基礎資料作成・提出

現地資料収集（ヒアリング）

DRM協会よりご提出
頂いた資料等につ
いて現地でヒアリ
ング実施

不明箇所等の照会
（提出更新情報の不明箇所を照会票等により確認）

入力箇所の確認
（当年度に入力済したデータの確認）

当年度に資料を提供
した箇所の確認

市
町
村
道

等
資料収集
市町村等へ様式1（更新データ一覧表）を送付し、
資料提出を依頼

道路管理関係（道路センサスデータ、距離標DB）、
およびVICS世代管理テーブルDB等更新

供用状況調査
（供用状況をホームページや報道発表、問い合わせで随時確認）

随時調査

資料依頼・提出

（随時）

資料収集のスケジュール

■ 標準的なスケジュール

25

資料作成・提出

回答作成・提出

更新データ確認

道路ネットワーク確定(12月末)

＊年度内に道路ネットワークデータと道路交通センサスデータを距離標データを紐付けて更新するためには、
年内に道路ネットワークを確定させる必要があります。



ヒアリングについて

ヒアリングについて
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【目的】

DRM更新データの品質向上や道路管理者のニーズ等について、相互の理解を深めて

資料収集を行うとともに利用促進を図るため、各道路管理者の資料提出状況を踏まえ、

DRM協会、地方測量部が地方整備局と各道路管理者の協力を得てヒアリングを行いま

す。

【流れ】

・品質向上については、基礎資料ご提出頂いた後に地方測量部及びDRM協会にて資料

整理を行い、不明箇所等の照会等確認したい事項をまとめ、直接ご担当者に訪問して伺

います。

・道路管理者のニーズとして、資料提供における課題、要望や利活用の事例について

お聞かせいただくものです。



■ 対象とする道路の種類
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 各道路管理者が所管（建設・管理）する道路

(移管が予定されている道路の場合は現在所管の管理者を対象とする)

災害対策基本法に基づく地域防災計画における緊急輸送道路として位置づけられている、
又は今後位置づけられる予定の道路については必ず含めてください。

a. 高速自動車国道(直轄高速道路を含む)

b. 都市高速道路

c. 一般有料道路

d. 一般国道

e. 主要地方道

f. 一般都道府県道

g. 政令指定市の一般市道（２車線以上）

h. VICS、特殊車両システム上で

特別に必要となる市町村道

i. 市町村道（※）

j.   農道（※）

k.  林道（※）

l.   臨港道路（※）

※ ①幅員5.5ｍ以上の幹線的な政令指定市以外の市町村道、

農道、林道、臨港道路

下記のいずれかに該当する道路を対象とする

・国の補助事業対象道路（社会資本総合整備計画等）

・広域農道、大規模林道、広域基幹林道

・広域的な交通が多くネットワークをなす路線

・主要な観光地へ連絡する道路等

②幅員3.0ｍ以上の自動車通行可能な道路で政令指定市を含む

市町村道、農道、林道臨港道路

対象とする資料



対象とする資料

■ 対象とする道路構造物・道路施設
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 各道路管理者が所管（建設・管理）する道路構造物・道路施設

以下の項目の新設・増設、移設、廃止、名称の変更

a. 橋・高架（延長15ｍ以上のもの）
b. トンネル（全てのトンネル）
c. 踏切
d. 立体交差箇所
e. 中央分離帯
f. 横断歩道橋
g. 料金所
h. サービスエリア・パーキングエリア（施設番号含む）
i. IC（常設スマートICを含む）・JCT・出入口（施設番号含む）
j. ロックシェッド・スノーシェッド・スノーシェルター
k. 交差点名称
l. 道路通称名（バイパスなど）・・・・直轄国道のみ
m. 事務所・地方整備局等の出張所
n. 距離標(直轄国道のみ)
o. 冠水想定箇所
p. 異常気象時通行規制区間
q. 緊急輸送道路



対象とする資料

分類 事 象

新規供用 道路の新設、バイパスの新設等

拡幅等
車線数の増加・減少、中央分離帯設置（上下線分離）、道路中心線の移動。

幅員変更のみ、登坂車線の設置等は除く。

線形改良 局部改良、橋梁架替、トンネル等による道路中心線の移動

29

■ 対象とする事象

拡幅の事例

延長にかかわらず車線の
増加が行われた箇所

登坂車線、避譲
車線等は除く。

対象区間

線形改良の事例

・局部改良で道路中心線
が移動したもの



対象とする資料
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■ 対象とする事象
分類 事 象

交差点改良
交差点立体化、ラウンドアバウト（環状交差点）、接続道路位置の変更、導
流路の設置・撤去。 右左折車線設置のみは除く。

管理変更・廃止等 道路管理者・道路種別・路線番号・名称変更など

規制等変更
有料道路の無料化・自動車専用道路の指定変更
ICランプ、交差点導流路など道路構造から決まる一方通行の変更。
公安委員会決定等の一方通行は対象外。

接続道路位置の変更

右左折導道路の設置・撤去

交差点改良の事例 管理変更・廃止の事例

バイパス

旧道 旧道

バイパス



対象とする資料

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

・新規供用

・拡幅等

・線形改良

・交差点改良

（平成３１年４月１日～

令和４年３月３１日）※1

・上記以外の更新

（平成２９年４月１日～

令和２年３月３１日）

・管理変更・廃止等

・規制等変更

・道路廃止等

31

■ 対象期間

 新規供用、拡幅等、線形改良、交差点改良（令和元年度、２年度、３年度）

 管理変更、規制等変更、道路廃止（平成２９年度～令和元年度）

 開通済み（平成３０年度）※2

バイパス予定路線 供用開始 供用開始

※1 幅員5.5ｍ以上の幹線的な政令指定市以外の市町村道、農道、林道、臨港道路については、
平成31年4月1日～令和2年3月31日

※2 幅員3.0ｍ以上の自動車通行可能な道路で政令指定市を含む市町村道、農道、林道臨港道路については、
平成30年4月1日～平成31年3月31日



■ 提供資料について

作成して頂く資料 提供頂く資料

⼀覧表・現旧新道区分図
1. 様式１「更新データ⼀覧表」

前年度の道路管理者提供資料によるデー
タ化の状況及び国の補助対象道路を整理
したリスト

2. 様式２「路線データ」
前年度の路線に関する情報のリスト

3. 現・旧・新道区分図
前年度データ化された現道・旧道・新道区
分を⽰した箇所図

位置図
1. 位置図
2. 道路冠⽔想定箇所図
※管内図・パンフレット等、既存の資料で

位置が示された資料があれば作成不要

１．⼯事⽤図⾯等
（平面図/縦断図/標準横断面図/道路中心線座標リスト）

※道路の形状、既存の道路との接続関係が分かる工事用平面図、
及び平面図に対応する縦断図、道路中心線の座標（測地座標
又は平面直角座標）リスト、標準横断面図。
資料はCADファイルが望ましいですが、紙やPDFも可

２．距離標⼊り平⾯図
平⾯図（縮尺1/500〜1/2500）に距離標の
位置が明⽰されたもの

３．道路冠⽔想定箇所
道路冠⽔想定箇所リスト
※各都道府県・政令市から整備局又は国道事務所に資料提出している

場合は、提出不要です。

４．管内図
最新の管内図(2部）

５．照会票の回答

各作成要領によって、作成して頂く資料、提供頂く資料や
対象等が異なってまいりますので、詳細は作成要領をご参照下さい。

32

※令和元年度 デジタル道路地図基礎資料作成要領 P3～6から抜粋
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【様式１】（※１）高速自動車国道（直轄高速道路を含む）、都市高速道路、一般有料道路、一般国道、

主要地方道、一般都道府県道、政令指定市の一般市道（２車線以上）

【様式１】（※ ２）幅員5.5ｍ以上の幹線的な政令指定市以外の市町村道、農道、林道、臨港道路

【様式１】（※ ３）幅員3.0ｍ以上の自動車通行可能な道路で政令指定市を含む市町村道、農道、林道臨港道路

項目（更新の種類） 道路の新設・改良
道路構造物等の新設廃
止・移設・名称変更等

管理変更
名称設定、事務所
位置等の新設・

変更

路線データ
変更

距離標
現・旧・新道
の区分図

資料対象

・新規供用（道路の新設、バイパ
ス）
・拡幅等（車線数の増加・減少、

中央分離帯設置（上下線分離）、
道路中心線の移動が該当し、
幅員変更のみは非該当）

・線形改良（局部改良、橋梁架替、
トンネル等による道路中心線
の移動 ）

・交差点の改良（交差点立体化、
ラウンドアバウト、接続道路位
置の変更、導流路の設置・撤
去が該当し、右左折車線の設
置のみは非該当

・SA・PA、IC・JCT、スマートIC
・橋・高架（延長15ｍ以上）、ト

ンネル
・踏切、立体交差、横断歩道橋、

料金所、SA・PAの駐車場
・道路冠水想定箇所
・ロックシェッド・スノーシェッド・

スノーシェルター

・道路新設に伴う旧道移管
・道路管理者、道路種別、

路線番号等の変更など
・有料道路の無料化・自動車

専用道路の指定変更、
ICランプ,交差点導流路など
道路構造から決まる一方
通行の変更。

・道路の廃止

・交差点名称、道路通
称名（直轄国道バイパ
ス名など）等が該当

・出張所等（地方整
備局、役場地等）の
新設、移転、名称変更

・路線名称の変
更、始点終点
位置の変更

・距離標の新設、
増設、廃止、変
更

・現旧新道の
区分図の
確認、修正

供用・実施予定時期

様式1（※１） 令和元〜令和３年度 令和元～令和２年度 平成２９～令和元年度 令和元年度 令和元年度 令和元年度 令和元年度

様式1（※２） 令和元年度 令和元年度 令和元年度

様式1（※３） 平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度

提出資料
と凡例

箇所一覧表 様式１ （例１) 様式２ (例１０)

位置図 （例２-１、２-２）

現・旧・新道区分図

ＣＡＤ
データ

平面図 （例３） （例３） （例３）距離入り

縦断図 （例５）

標準横断面図 （例６）

中心線座標リスト （例４）

道路冠水想定箇所 （例７-1、７-２、７-３）

異常気象時通行規制 （例８）

緊急輸送道路 （例９）

直轄、高速、公社、
都道府県本庁、政
令指定市のみ

原則、直轄のみ 直轄のみ

■ 資料作成⽅法（資料対象、対象年度、提出資料など）
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例 １

＊市町村（政令指定市を除く）は様式１（市町村版）、政令指定市は様式１（政令指定市版）となっています

■ 基礎資料作成⽅法（様式１（更新データ⼀覧））

令
和
元
年~

令
和
3
年
度
開
通
︵
予
定
含
む
︶



作成要領（５Ｐ）の「照会票

に対するご回答」を参照頂

きご回答願います

供用予定の変更が

多数あり、必ずご確

認願います

上下線が分離されて

いる場合は車道幅員

の合計値を記入

月が未定の場合は年度のみで可

確認済みの場

合は「済」と記入

標準幅員を記入

旧道が移管、廃

止されない場合

は「ダブル管理」

と記入

記入者、電話番号等を記入

■ 基礎資料作成⽅法（様式１政令市版（更新データ⼀覧））
例 １

記⼊例は架空のものです。
例⽰した位置図とこの表の記⼊例は対応し
ていません。

平
成
30
年
度
開
通
済
み

照
会
票

令
和
元
年~

令
和
3
年
度
開
通
︵
予
定
含
む
︶

35

H30年度追加項目
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■ 基礎資料作成⽅法（様式１市町村版（更新データ⼀覧））
記⼊例は架空のものです。
例⽰した位置図とこの表の記⼊例は対応していません。

作成要領（6ｐ）の「更新内容」の補足「道路線

形改良」「交差点改良」を参照

判る範囲でご記入下さい

記入者、電話番号、メールアドレスを

記入する

作成要領（5ｐ）の「照会に対

するご回答」を参照頂き、ご回

答をお願いいたします。

上下線が分離されてい

るときは車道幅員の合

計値を記入する

月が未定の場合

は年度のみで可

作成要領（5ｐ）の「更新内容

」の補足「道路線形改良」「交

差点改良」を参照

例 １

令和元年度開通
（予定含む）

平成30年度
開通済み

照会票



■ 不明箇所等の照会について

37

デジタル道路地図更新作業を⾏ううえ、必要に応じて、道路管理者に照会をさせて
頂くことがございます。

必要な情報を記
載の上、ご回答下
さい。

照会票（例）
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・背景
⺠間地図会社等から図⾯の情報公開請求が多数ある道路

管理者では対応が⼤変なことから、デジタル道路地図デー
タベースの更新において提供した図⾯はＤＲＭ協会から⺠
間へ提供してほしいという要望が多々ありました。

・提供先となる⺠間
ＤＲＭ協会と契約している⺠間企業
トヨタマップマスター、パイオニア（インクリメント

Ｐ）、ゼンリン、昭⽂社、ダイナミックマップ基盤

・⺠間での資料の取り扱いなど
１．地図作成等の⽬的に限定して使⽤
２．資料の機密保持
３．完成時との相違

・提供する資料
位置図、平⾯図、縦断図、標準横断図、
道路中⼼線座標リスト

※様式１記⼊時の注意
「可」の場合は〇、「否」の場合は×を必ず記⼊下さい。

■ 図⾯の⺠間提供可否について
基礎資料作成方法



基礎資料作成方法

【位置図】の作成例

39

■ 道路・バイパスの新設、橋・トンネルの新設、IC・JCTの追加

例 ２-１



基礎資料作成方法

【位置図】の作成例

40

■ 移管、有料道路の無料化、道路の廃止等

例２-２

⑥
移管、有料道路の無料化



基礎資料作成方法

【平面図CADデータ（工事用等）】（平面図（1/1000）の例）

41

当該予定全区間を含む縮尺1/500～1/1,000程度の区画線協議図等、供用時の状況を反映した図面がある場合
は、その図面のCADデータを提出してください。
供用時の状況を反映した図面が無い場合は、当該予定全区間を含む縮尺1/500～1/1,000程度の道路詳細設計
図等のCADデータを提出してください。

例 ３



基礎資料作成方法

【中心線座標リスト】

42
※リストの最初のページに「日本測地系」もしくは「世界測地系」の区分を記載してください。

例４

（世界測地系）



基礎資料作成方法

【縦断図CADデータ】

43

例５



基礎資料作成方法

【標準横断面図CADデータ】道路標準横断図の例

44•平面図で歩道設置状況・路肩状況が確認可能であれば標準横断面図の提出は不要(1/500程度の平面図を想定)

例６



基礎資料作成方法

【道路冠水想定箇所リスト】

45

例７－１

※各都道府県・政令市から整備局又は国道事務所に資料提出している場合は、提出不要です。
リスト内容：道路冠水想定箇所リスト及び位置図
対象：道路冠水想定箇所の全て
形式：xls



基礎資料作成方法

道路冠水想定箇所図の例

46

道路冠水想定箇所図 道路冠水想定箇所位置図

「道路冠水想定箇所図」が無い場合は、1/25,000地形図等に位置を示す。対象箇所については、箇所図を提出する。

番号 種別

国(○○)1 主要地方道

市町村

○○市

名称
ＴＥＬ

名称
ＴＥＬ

名称
ＴＥＬ

起点側 終点側

住　　所

現地写真

備　考

○○国道事務所
１１１(１１１)１１１１

道路管理者 消防署　※緊急時は119番へ

位置図

警察署　※緊急時は110番へ

○○警察署
111(222)2222

△△3丁目

○○消防組合消防本部
１１１(333)3333

県名 丁目 番地

○○県

交差施設名

道路冠水想定箇所

×△号 私鉄△○線

箇所名（通称名）

山田アンダー

路線名

例７－２ 例７－３
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基礎資料作成方法

異常気象時通行規制区間の例

例８

異常気象時通行規制区間については、必要に応じて、通行規制区間、起点、終点等の
確認をさせていただく場合があります。

一般国道雨量規制区間
主要地方道雨量規制区間
一般県道雨量規制区間

宮城県サンプル

道路防災情報Webマップ（個別箇所表）
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基礎資料作成方法

例９

緊急輸送道路については、必要に応じて、道路ネットワーク（指定区間）、起点、終点等の
確認をさせていただく場合があります。

緊急輸送道路の例

一次緊急輸送道路
二次緊急輸送道路
三次緊急輸送道路

一次緊急輸送道路
二次緊急輸送道路
三次緊急輸送道路

宮城県サンプル 拡大図（仙台市）



基礎資料作成方法

【様式２】路線データ更新

49

【記載方法】

 管理境界を都道府県内起点・終点とする。

 起終点の修正、ノード番号が空白の起終点と新規格路線の起終点を路線図
又は管内図に記入する。

 なお、分かりにくい場合は、縮尺1/500など大縮尺の図面に記入する。

 地名の地番記入は不要。

 フリガナは不要

 2次メッシュコード、ノード番号のチェックは不要

令和元年度内（令和2年3月末まで）の変更予定箇所を修正するととも
に、新規追加路線の情報を記載してください。

ＣＤに入っているのは平成30年度末時点の国道、都道府県道、政令市
道、高速道路、都市高速道路の路線に関する情報のリストです。



令和元年度 路 線 デ ー タ
※ 記入例は架空のものです。

都道府県名 ××県 ＊ ： 道路種別（１：指定区間 ２：指定区間外 空欄：県道・政令市道）

道路種別
路線
番号

路 線 名
都道府県内・起終点位置

上段 起点位置データ
下段 終点位置データ

備 考
道路種別 ＊ 地 名

２次メッシュ
コード

ノード
番号

主要地方道（都道府県道） 000* □□△△線 ○○市△□
****** ****

□□市○○ ****** ****

主要地方道（都道府県道） 00** ○○□□線
○○市□□ ****** ****

□□市△△ ****** ****

主要地方道（都道府県道） 00**
○○△△線
□□△△線

○○郡△△町□□ ****** ****

△△市□□町
○○市△△字□△*** ****** ****

主要地方道（都道府県道） 00** ○△△□線
□□市△△ ****** ****

□△郡○□町△ ****** ****

主要地方道（都道府県道） 00** □△△○線
□□市△△ ****** ****

△△市○○□□ ****** ****

主要地方道（都道府県道） 00** □□△○線
○○市△△ ****** ****

△△市○□郡□△ ****** ****

一般都道府県道 00** ○○○○線
○○市大字□□

△△市」大字■■

基礎資料作成方法

【様式２】 路線データ

50

路線名の変更
（「見え消し」で旧路線名
がわかるようにする） 市町村合併に伴う終点

名（住所）の変更
（「見え消し」で旧名称が
わかるようにする）

既存路線のデータ表の欄外に、
新路線を朱書きで追記する。

例１０

※高速道路の路線番号はナンバリング番号を記載願います



道路管理者確認図

■ 道路管理者確認図（サンプル）

51

 今年１１月頃送付、２週間程度で確認（政令市以外の市町村は対象外）

※ 漏れ、道路の繋がり、更新内容（属性）等に誤りがある場合は、赤で修正してください。
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・更新作業資料の提出期限

令和元年8月23日（金） （政令市以外の市町村は別途）

・更新作業に関する問い合わせ先、及び図面提出先

（一財）日本デジタル道路地図協会

企画調査部 佐藤、松山

住所 〒102-0093 東京都千代田区平河町1丁目3-13 ヒューリック平河町ビル５階

電話 ： 03-6272-4853（ダイヤルイン） FAX：03-3222-7991

メールアドレス ： satotkmc@drm.or.jp

matsuyamat@drm.or.jp

■ 問合せ先・提出先
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